
伊賀市忍者体験施設整備事業
令和２年度

「公⺠連携（PPP/PFI）に関する
地元事業者向け勉強会」

第３回

令和２年９⽉２９⽇(⽕)



会次第

Ⅰ 地元事業者が活躍する公⺠連携事業

Ⅱ 今後の事業推進について

Ⅲ 意⾒交換
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勉強会の⽇程

⽇ 時 会 場 内 容

第１回 ９月８日（火）
19時～21時

ハイトピア伊賀５階
多⽬的⼤研修室 ・忍者体験施設整備事業とは

・そもそも公⺠連携事業とは

第２回 ９月18日（金）
19時～21時

ハイトピア伊賀５階
多⽬的⼤研修室 ・事例から学ぶ公⺠連携事業

・伊賀市が⽬指す公⺠連携事業

第３回 ９月29日（火）
19時～21時

ゆめぽりすセンター
２階 ⼤会議室 ・地元事業者が活躍する公⺠連携事業

・今後の事業推進について
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講師プロフィール
名前 ︓ 天⽶ ⼀志（アマメ カズシ）

○国⼟交通省 ＰＰＰサポーター
○内閣府官民連携専門員
○ＰＦＩ／ＰＰＰ推進協議会 専⾨研究員
○⼤阪⼤学COデザインセンター 招へい研究員・⾮常勤講師
○株式会社テイコク 技術顧問
○三井住友トラスト基礎研究所 客員研究員
○株式会社ＧＰＭＯ顧問
○株式会社ＧＰＭＯ Lab 代表取締役
○ＮＰＯ法⼈福岡建築ファウンデーション アドバイザー
○MEBIC（メビック扇町）クリエイティブアドバイザー

特徴
• 約22年間地⽅公共団体の勤務経験
• PFI事業を官側と⺠側での実務経験
• ⺠側経験は、地⽅公共団体のアドバイザーとSPCの代表企業の両⽅の経験
• ⽇本初の事業スキームの設計・構築経験
• ⽇本初のPFI事業へのSLA／KPIの導⼊経験
• ⽇本初、公共施設の包括管理委託を実現
• 官⺠連携事業の⺠間事業者コンソーシアムのアドバイザ

名前 ︓ 成瀬 明代（ナルセ アキヨ）
○株式会社テイコク
・⼊社7年⽬ 主にまちづくり（都市計画、公⺠連携、地域活性化等）に関する業務を担当
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伊賀市忍者体験施設整備事業
令和２年度

「公⺠連携（PPP/PFI）に関する
地元事業者向け勉強会」

第３回
「地元事業者が活躍する公⺠連携事業」

「今後の事業推進について」
令和２年９⽉２９⽇(⽕)
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「地元事業者が活躍する公⺠連携事業」
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2020年3⽉31⽇ 第２期伊賀市中⼼市街地活性化基本計画の策定
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2020年8⽉28⽇（仮称）伊賀市忍者体験施設整備事業の実施⽅針公表
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【中⼼市街地活性化のエリア】
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【忍者体験施設整備地】

この整備地を拠点に中⼼市街地活性化エリアをいかに魅⼒化するか︕
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⽅法 ⽬的 メリット デメリット

評価
創意⼯夫重視 • 新規事業、エリア拡

⼤、新たな事業連携
等、企業としての成
⻑が期待出来ること

• 中⻑期的にノウハウ
を活かせる

• 仕様に従えば良いだ
けではないため、⼯
夫が必要であり簡単
には進まない

契約
事業権契約
（⻑期間）

• 安定的なキャッシュ
フローによる経営の
安定

• ⻑期間の契約による
キャッシュの⽣成

• ⻑期間の契約のため、
責任も⻑期間ある

• 出資⾦が塩漬けにな
る可能性

提案
⽅法

事業体
(コンソーシアム)
による企画提案

• 対象事業のみでなく、
市内、県内に広がる
事業拡⼤の可能性の
向上＝地元事業者の
活性化

• 新たなビジネスパー
トナーとの連携機会
の創出

• コンソーシアムのた
め、合意形成に時間
がかかる

• 応募、提案にかかる
費⽤は⼀般的には事
業者負担

事業
範囲

地域のまちづくりの視点
(ハードとソフト)

• まちを⽀える地元企
業による地⽅創⽣を
実施していく

• まちの未来を考える
機会が増える

• まちの未来に責任を
持つ考えが必要

役割
分担

市⇔事業者 • 公共事業の適正化 • 適切なリスク分担と
モチベーションの維
持が可能

• これまでのように⾏
政の責任にできない

• 事業者⾃らの責任要
素も出てくる

【⺠間事業者側のメリット・デメリット（PFI）】
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ＰＦＩの仕組み
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直営

事業範囲 設計・建設・維持管理・運営

発注方法 仕様による分離発注

事業期間 単年度

資金調達 行政

関連法 地方自治法(第233条)

受託形態 １社による受託

契約 工事請負契約

評価方法 定量的評価

【直営 ＜ 指定管理者制度 ＜ PFI】

指定管理者制度

維持管理・運営

行為の委任

３年から５年間

行政

地方自治法 (第244条)

１社または複数社による連合体

協定

定量的評価

ＰＦＩ

設計・建設・維持管理・運営

包括発注による性能発注

15年から30年間

民間

ＰＦＩ法

特別目的会社（ＳＰＣ）

事業契約

定量面・定性面からの総合評価

性能発注は技術⼒
重視、仕様発注は

コスト重視

⺠間の⾃由度
創意⼯夫の発揮度

12/46



【公⺠連携の成果（Outcomes of PPP）】

ドラッカー博⼠の教え
「間違った仕事を正しく⾏っても仕⽅がない。」
「正しいか、正しく無いかではなく、上⼿くいくか︕である。
答えが正しいかよりも、正しい問であるか︖」

 定性的効果の顕在化（適切なリスク分担が前提）
 新しいパートナーシップの創出（企業間）
 公と⺠との意識改⾰
 地域経済の活性化（持続的な好循環）
 新しい公共空間の演出
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【⼀般的なＰＦＩ⽅式の仕組み】

⾃治体 特別⽬的会社
Special Purpose Company : SPC

代表企業
業務を担う企業の中でＳＰＣへの出資率が1番⾼い統率役。

構成企業
ＳＰＣへ出資して業務を担う企業。
・・・・・・

協⼒企業
出資はしないが、ＳＰＣの業務を担う企業。

協⼒企業

出資企業
出資はするがＳＰＣの業務は担わない。

事業契約

融資⾦融機関
会社法基準

ＰＦＩ契約基準

融資契約直接協定
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【PFI⽅式の仕組み（スキーム図）】

⾃治体

特別目的会社
（S P C）

運営会社

建設会社

その他投資家維持管理会社

設計会社企画会社

⾦融機関

⾏政サービス

直接協定
事業契約

（⺠法上の契約）

融資契約

コンソーシアム（事業共同体）

委託

（倒産隔離の仕組み）
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【⾃治体が⽬指す事業スキーム】
ＳＰＣとは、どこを指すのか︖

特別⽬的
会社

（ＳPＣ）

⾃
治
体

企
業
Ａ

企
業
Ｂ

企
業
Ｃ

企
業
Ｄ

企
業
Ｅ

構成企業 協⼒企業
第三者企業

企
業
Ｆ

企
業
Ｇ

企
業
Ｈ

企
業
Ｉ

企
業
Ｋ

事業契約

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
企
業

地元企業の集まり
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種類 メリット デメリット

代表企業
・配当が⼤きい
・権限が⼤きい
・宣伝効果が⼤きい

・多額の出資⾦を⻑期間引き出せない
・責任の⽐重が⼤きい

構成企業
・配当が得られる
・実績値となり、他の応募がし易くなる
・ノウハウを発揮しやすい

・業務のリスクを負う
・出資⾦を⻑期間引き出せない

協⼒企業
・⻑期的な受注が得られる
・業務実績となる
・出資の必要がない

・配当がない
・ＳＰＣに対する発⾔権が弱い

第三者企業 ・受注機会の創出になる ・下請け業務になる

【構成ポジションのメリット・デメリット】
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独⽴採算型

ジョイント・ベンチャー型

サービス購⼊型

コンセッション

出
⼊

機能
性能出⼊ 機能

性能

従来⼿法 ＰＦＩ⼿法

出
⼊

機能
性能出⼊ 機能

性能

従来⼿法 ＰＦＩ⼿法

出⼊
機能
性能出⼊ 機能

性能

従来⼿法 ＰＦＩ⼿法

⼊
機能
性能出⼊ 機能

性能

従来⼿法 ＰＦＩ⼿法

【公⺠連携（ＰＦＩ）⼿法の効果は】
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【PFI⽅式】
（Build Operate Transfer）

PFI事業者が建設（Build） 維持管理、運営（Operate） 資⾦回収後、所有権移転（Transfer）

（Build Transfer Operate）

PFI事業者が建設（Build） 維持管理、運営（Operate）建設後、公共に所有権移転（Transfer）

（Build Own Operate）

PFI事業者が建設（Build） 施設を所有し続ける（Own）

公共に所有権を移転するため、税⾦⾯では⺠間の負担⼩。

施設も⺠間所有にて運営するため、⺠間が動きやすい。

事業終了後、PFI事業者が施設を保有し続けるか、撤去する。

BOT

BTO

BOO

その他、「ＲＯＴ」、「ＲＯ」、「ＤＢＯ」、「ＢＬＴ」、「ＢＬＯ」、「ＢＴ」・・・などがある。

維持管理、運営（Operate） → 契約終了

貸付

⾏政

事業⽅式によっては、⺠間事業者のモチベーションに差が⽣まれ、結果、同じ機能の建
築物でも⾼い技術⼒と創意⼯夫の発揮により、低廉で質の⾼い施設整備につながる。
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【今回の事業では。。。事業⽅式に選択制を採⽤】
⽅式 説明

BOT 応募事業者が設計・建設した施設を契約期間、所有し続け、契約終了後に所有権
を市へ移転する⽅式

BOO 応募事業者が設計・建設した施設を所有し続ける⽅式

BTO 応募事業者が設計・建設した施設を市へ竣⼯時に所有権を移転し、その後、契約
期間中の維持管理を⾏う⽅式

RO 応募事業者が施設等の改修を⾏い、管理・運営を実施する。ただし、中⼼市街地
にある公共施設等を対象とする。

コンセッション 市が所有する施設を活⽤し、⾏政サービスの運営について運営権を設定する⽅式

定期借地権 市が所有する⼟地を応募事業者が定期借地権の設定により活⽤する⽅式

賃貸借 応募事業者が所有（企画）する施設の⼀部⼜は全部を市が賃貸借契約により借り
る⽅式（リースも可）

ＬＡＢＶ
市が本事業で整備する⼟地を出資し、⺠間が資⾦を出資し、⾏政と⺠間事業者と
の事業体を設⽴後に、様々な社会資本整備事業や⺠間収益事業を公⺠対等な意思
決定において実施する⽅法

PFI法６条提案 ＰＦＩ法６条に定められている応募事業者から事業の実施⽅針に関する提案がで
きる⽅法
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「公共施設等運営権」という権利を⺠間が持ち、公
共施設を運営し、⾃らの収⼊として料⾦徴収が可能。

【コンセッション⽅式】【従来⽅式】

施設所有︓⾏政
施設運営︓直営・⺠間委託・指定管理
料⾦収⼊︓⾏政の収⼊（利⽤料⾦等）
（指定管理の場合は、徴収代⾏）

施設所有︓⾏政
施設運営︓⺠間
料⾦収⼊︓⺠間の収⼊
（⾏政は、権利収⼊）

「公共施設等運営権（コンセッション）」とは、法律上「物権」とみなし、抵当権
の設定が可能かつ税制⾯の均等償却も可能となり、資⾦調達に適した仕組みである。
（あくまでも事業運営の権利）

【コンセッション⽅式とは】
公設⺠営に

近いイメージ
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【コンセッション⽅式の特徴】

施設の所有権は⾏政側

施設の利⽤料収⼊のあるＰＦＩ事業で、

独⽴採算型、混合型が対象

国は、特に空港、⽔道、下⽔道、有料道路を推進

（⽂教施設、公営住宅を追加）

実施⽅針の公表前に条例改正が必要
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【PFI法6条】

（実施⽅針の策定の提案）
第六条 特定事業を実施しようとする⺠間事業者は、公
共施設等の管理者等に対し、当該特定事業に係る実施⽅
針を定めることを提案することができる。この場合にお
いては、当該特定事業の案、当該特定事業の効果及び効
率性に関する評価の結果を⽰す書類その他内閣府令で定
める書類を添えなければならない。
２ 前項の規定による提案を受けた公共施設等の管理者
等は、当該提案について検討を加え、遅滞なく、その結
果を当該⺠間事業者に通知しなければならない。
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【〇〇市版プラットフォームのイメージ図（実例）】

登録制
（地元企業）

市役所

・現時点の「課題」として認識している事業内容
・今後、数年後に「課題」となる予測の事業内容

〇〇市版プラットフォーム
市からの情報は、登録メンバーで共有。

〇〇部会

・提案
・企画⽴案

6条提案
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【⺠側が提案する内容】

公共施設等の種類

公共施設等の概要

公共施設等の維持管理・運営業務に関する概要

予定される公⺠連携事業スキーム

想定する事業スキームや事業⽅式、事業類型

事業スケジュール

リスク分担

事業の効果及び効率性に関する評価

提案に係る公共施設等の必要性

提案の実現可能性

ＰＦＩ⼿法を活⽤することの妥当性

財政に及ぼす影響

他の⼿法による整備の可能性

【⾏政側が検討する内容】

【〇〇市版プラットフォームのイメージ図（実例）】
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施設整備が主な⽬的
仕様的な要求⽔準
定量的な評価（性能発注に反する）
コンストラクター主体の事業体（ＳＰＣ）
住⺠の関与が無い
地元企業等の参画がし難い
コーポレートファイナンス
モニタリング（監視）の性能評価機能が無い
事業者選定に外部委員会に選定権限あり
契約終了までイグジットできない

【⽇本のＰＦＩの問題点】
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【ＰＦＩに関するイメージ】

○ＰＦＩは時間がかかる
○ＰＦＩは⼤都市が実施するもの
○適正な公共サービスが維持されるか不安
○地元事業者が参画できない
○⺠間⾦融機関の利息が⾼いため、⽀出が増える
○⺠間運営による失敗やトラブルのリスクが不安



【失敗事例】

〇病院事例・・・⾼知医療センター
近江⼋幡市⽴総合医療センター

〇温浴施設・・・タラソ福岡

【事故事例】
〇スポーツ施設・・・仙台市スポパーク松森

2005.  8.16 宮城県沖地震により天井の9割が落下
2005.10.29 プールを除く屋内施設全て補強しオープン
2005.12.10 全館オープン

「失敗」の定義が
難しい。

28/46



最近の注⽬ ＬＡＢＶの仕組み
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ＬＡＢＶ
（事業体）上峰町 ⺠間事業者

⾦融機関

プロジェクト２
⼦育て⽀援施設整備

及び健康増進施設整備
プロジェクト３

地域振興施設整備
プロジェクト４

道の駅整備
プロジェクト５

学習室・展⽰室・
スタジオ整備

施設整備 管理運営

プロジェクト１
体育館・武道館整備

現物出資
（不動産） 資本⾦

融資

【上峰町ＬＡＢＶ⽅式に関する事業スキーム（案）】

融資融資
融資融資

意思決定権限 50:50

 複数社の参画が望ましい
 地元企業の参画も必要
 途中からの参画可能
 事業途中での撤退も可能

事業体（ビークル）は、LLC⼜
はLLPなどの事業体が望ましい。
（財団法⼈も可能性として検討
できるものとする。）

プロジェクト６
⺠間収益施設整備

プロジェクト７
住宅施設整備

プロジェクト〇〇
その他⺠間事業

融資
融資

配当 配当

企画
設計
建設
運営

維持管理

※他プロジェ
クトも同様
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項⽬ ⽇本版ＬＬＰ
（有限責任事業組合）

⽇本版ＬＬＣ
（合同会社） 株式会社

準拠法 有限責任事業組合契約法 会社法 会社法

最低資本⾦ 制限なし 制限なし 制限なし

法⼈格 無 有 有

出資者 ２者以上（組合員） １者以上（社員） １者以上（株主）

出資者の責任 有限責任 有限責任 有限責任

基本規定 有限責任事業組合契約 定款 定款

内部⾃治 定款⾃治 定款⾃治 強⾏規定

最⾼意思決定機関 組合員の総意 社員総会 株主総会

議決権 組合員（１⼈１票） 社員（１⼈１票） 株主（１株１票）

代表者 無 代表社員 代表取締役

業務執⾏者 組合員 社員 社員

監査役の設置 不要 任意 会社の種類によって必要

監査役の必要性 不要 任意 会社の種類によって必要

法⼈課税 無（パス・スルー課税） 有 有

内部留保 実質的に不可能 可能 可能
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【会社のあり⽅の⽐較】



処理 バランスシート

PFI⼿法 ⽀払義務 負債

LABV（PPP) 出資 資産

【会計上の⽐較（公会計）】
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⽐較項⽬ LABV 第三セクター

出資 現物出資（⾏政）
現⾦出資（⺠）

現⾦出資
（⾏政、⺠）

統治 ⾏政、⺠の
役員派遣による統制 役割分担が不明確

事業⽬的 開発 多様な⽬的

法⼈設⽴の⽬的
資⾦調達

リスク移転
⺠間ノウハウ

単なる⺠間連携

【従来の第三セクターに類似】
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【LABVに活⽤するインパクト投資活⽤イメージ】

BS

ファンド会社
＋

投資家

現⾦
匿名組合
預り⾦

売上

売上原価

販管費 匿名組合
預り⾦

PL

分配

投資

ファンドの
設計

LABV

資本

負債

【新たな資⾦調達の⽅法】
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ことばの設計書＝ 業務要求⽔準書
業務 業務内容 基本構想・基本計画 市⺠の声 業務要求⽔準

ギャラリー
業務

・
・
・

作品の展⽰ 作品を適切に管理す
ることが出来る場所
で、⼗分な数の展⽰
が可能な場を作る

町内に芸術団体がたくさ
んいるのに展⽰場がな
かった

町の歴史や名物を活かし
た企画展⽰で観光に繋げ
たい

町内の芸術活動団体の作品やその他企画
等での作品を⼗分に展⽰出来る場を創出
すること

地域の歴史や名物を活かした展⽰コー
ナーを設け、観光客も巻き込める場を創
出すること

ギャラリース
ペースの運営

⼦連れのお⺟さん達
や年配の⽅も使い易
いギャラリーを作る

お年寄りや⼩さい⼦ども
を連れて休みながらゆっ
くり⾒に⾏ける場所が欲
しい

利⽤者のニーズを考慮し、どの世代も使
い易い空間演出と、サービス提供を⾏う
こと

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

【仕様発注ではなく性能発注に】

従来だと、想定する展⽰数に基いて⾏政が⽤意した設計図の通りに作られる展⽰ス
ペースが、“ことばの設計書”になることで、その⽔準さえ満たしていれば、どのよう
な形にも創出出来るようになってくる。

求められているのは従来のギャラリーではなく、ギャラリーのような場所。

実際の募集要項等に
住⺠の声を掲載する

ケースもある。
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【まちづくりプロセス】

成果︕

望ましい姿

現状

乖
離 問題 対策

実⾏
対策
実⾏課題

実⾏計画と実⾏⼿法

まちめぐり拠点
観光まちづくり拠点

の創造
36/46

前回のおさらい︕



忍者体験施設
の整備

観光⼈⼝の増加
賑わいの創出
交流⼈⼝の増加
若者の定住
その他地域課題の解決い

まちづくりの視点

【これからの公共施設のあり⽅は、
単⼀機能ではなく、複合機能化が期待できる。】
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前回のおさらい︕



⺠間商業施設 公共施設

屋根

広場

屋根の設置︓週末及び祝祭⽇の予約が100％︕

【グランドプラザ富⼭】

通路

⺠間商業施設 公共施設

商店街

通路

「通路」を「広場」へ機能転換を図り、利⽤料⾦収⼊を得ること
になった。（経済循環が活発）
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【グランドプラザ富⼭】



【契約⾏為におけるリスク分担】
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皆さんが定義した「まちづくり」を参考に、
公共機能、⺠間機能のそれぞれに、どのよう
な機能や性能があれば良いと考えますか︖

検討した内容は、各⾃が⾃分の⾔葉で、箇
条書きにて整理してください。
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【今回の忍者体験施設に必要と感じる
性能・機能を⾔葉で表現してみましょう。】

公共機能 ⺠間機能

例︓「体育館」・・・多様なスポーツを楽しめ、多世代の利⽤者が多⽤な利⽤⽬的で交流⼈⼝を増やす空間。
「カフェ」・・・⼼地よく珈琲など飲⾷ができ、時間を忘れてくつろげる空間。
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今後の事業推進について
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【今後のスケジュール（予定）】
項⽬ ⽇程

１）実施⽅針の公表 R2年8⽉末ごろ
２）実施⽅針に関する質問及び個別対話の受付 R2年9⽉〜10⽉ごろ

３）実施⽅針に関する質問への回答（公表） 必要に応じて随時

４）特定事業の選定及び公表 R2年10⽉中旬〜11⽉ごろ

５）募集要項等の公表 R2年12⽉ごろ
６）募集要項等に関する説明会 R2年12⽉ごろ
７）募集要項等に関する質問の受付 R2年12⽉〜R3年2⽉ごろ

８）募集要項等に関する質問の回答（公表） 必要に応じて随時

９）参加表明書の提出〆切 R3年１⽉末ごろ
10）参加資格審査（⼀次審査）及び資格確認通知書の発送 R3年2⽉ごろ

11）企画提案書の提出〆切 R3年4⽉ごろ
12）優先交渉権者の決定及び発表 R3年4⽉ごろ
13）基本協定の締結 R3年5⽉ごろ
14）優先交渉権者との交渉協議 R3年4⽉〜5⽉ごろ
15）ＰＦＩ事業の仮契約締結 R3年５⽉ごろ
16）ＰＦＩ事業の契約に関する議会議決 R3年6⽉議会

17）ＰＦＩ事業の契約の締結 R3年6⽉
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【お疲れ様でした。】
⽇ 時 会 場 内 容

第１回 ９月８日（火）
19時～21時

ハイトピア伊賀５階
多⽬的⼤研修室 ・忍者体験施設整備事業とは

・そもそも公⺠連携事業とは

第２回 ９月18日（金）
19時～21時

ハイトピア伊賀５階
多⽬的⼤研修室 ・事例から学ぶ公⺠連携事業

・伊賀市が⽬指す公⺠連携事業

第３回 ９月29日（火）
19時～21時

ゆめぽりすセンター
２階 ⼤会議室 ・地元事業者が活躍する公⺠連携事業

・今後の事業推進について
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〇本⽇の内容について、お聞きしたい内容があればご記⼊下さい。











【質問表（第３回勉強会）】
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